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各地域における重点支援体制の構築

⚫ 本年2月21日に開催した第９回会合において、本WGを総覧する青木官房副長官から、「『中堅企業等地域円卓会議』の場
を活用し、自治体や地域の支援機関等とも連携しながら、地域への波及効果の高い企業への重点支援を行う体制を速やか
に構築」するよう指示。

⚫ 地域経済への波及効果の大きな企業を重点支援企業として選定し、地方創生につながる取組や成長力の強化・魅力ある働
く場を生み出す投資を促進するため、関係省庁が一体となって支援する体制を構築する。

中堅企業等地域円卓会議
司会：地方経済産業局長
※各地方支分部局長が参加

企業支援プラットフォーム
代表機関：地銀系コンサル等

地域の人事部①地域を主体に、
重点支援企業
を特定

中堅企業等 中堅企業等中堅企業等

【各地域における重点支援体制（目指す姿）】

各省庁の
中堅企業
支援策

自治体 金融機関 支援機関

関係省庁 関係省庁 関係省庁 関係省庁

④支援状況を一元的
に報告・共有

中堅企業等

金融機関 経営支援機関

大学・研究機関 大企業・SU等

③課題に応じ
各省庁の支援策
を紹介

OR
専門家派遣

中堅企業等

各地域円卓会議での取組内容

• 各省庁施策の合同説明会の開催
• 各地方支分部局の課長級会議の設置
• 各省庁と地域支援機関によるサポート制度
• 情報提供体制の構築（メルマガ発行など）

②コンシェルジュ
が定期訪問、
支援状況を共有
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第２回「中堅企業等の成長促進に関する地方版ワーキンググループ」
（中堅企業等地域円卓会議）の開催状況

開催日 ブロック 中堅企業等 自治体 地方銀行及び支援機関等

4月28日
中部
(名古屋市)

ニデック 愛知県、岐阜県、三重県
中部経済連合会、東海商工会議所連合会、商工中金名古屋支店、日本貿易保険、日本貿易振
興機構中部・北陸地域本部、国際協力機構中部センター

5月16日
関東
(さいたま市)

シロ 関東地域１都10県
関東商工会議所連合会、北陸信越商工会議所連合会、埼玉りそな銀行、日本政策金融公庫関
東地区、日本政策投資銀行、帝国データバンク、日本貿易保険、日本貿易振興機構

5月20日
北海道
(札幌市)

鶴雅HD 北海道
北海道経済連合会、北海道商工会議所連合会、北海道銀行、北洋銀行、日本政策投資銀行北
海道支店、北海道共創パートナーズ、中小企業基盤整備機構北海道本部、日本貿易保険

5月23日
四国
(高松市)

リブドゥコーポ
レーション

香川県 四国経済連合会、日本政策投資銀行四国支店、商工中金高松支店、日本貿易保険

5月26日
中国地域
(広島市)

アースサポート 中国地域５県
中国経済連合会、中国地方商工会議所連合会、中国３県商工会連合会、商工中金、日本政策
投資銀行、日本政策金融公庫、中国地域産業振興機構・財団・地銀・信金・信組等

5月26日
九州
(福岡市)

第一交通産業、
高田工業所

北九州市 福岡銀行、商工中金福岡支店

5月28日
東北
(仙台市)

UNICON HD
青森県、岩手県、秋田県、
福島県、仙台市

東北６県商工会議所連合会、商工中金仙台支店、日本政策金融公庫、日本貿易振興機構、中
小企業基盤整備機構東北本部、東北地域地銀

5月29日
沖縄
(那覇市)

那覇鋼材 沖縄県 沖縄振興開発金融公庫、商工中金那覇支店、日本貿易保険

5月30日
近畿
(大阪市)

近鉄ケーブル
ネットワーク

福井県、関西広域連合 商工中金大阪支店、関西商工会議所連合会、日本貿易保険
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中堅企業成長ビジョン・中堅企業成長促進パッケージの周知状況

３

○地域ブロックでの周知状況

⚫ 合同施策説明会での周知 【全ブロック合計約480者】

⚫ メールマガジン 【全ブロック合計約4,600者】

⚫ 施策説明会・企業訪問時にパッケージ記載の施策を抜粋し
周知

⚫ その他の特筆すべき取組

◆地域大学振興に関する情報交換会

全5回開催し、合計約1,300名に周知。

◆Mid KYUSHU共創サポーターズ
中堅企業等九州円卓会議を補完する企業支援の実行体制の
設立準備会合に参加した約100者に周知。

◆北海道経済連合会

北海道円卓会議からの施策情報を会員約530者に配信。

○全国での周知状況

⚫ 地域未来牽引企業メールマガジン配信
（約4,700者）

⚫ 中堅企業向け特設WEBサイトへの掲載

（閲覧回数約32,000回）

Mid KYUSHU共創サポーターズキックオフ会合の様子（5/26撮影）



４

• 情報提供による海外展開支援
• ハンズオン支援
• 海外展示会等への出展支援
• 海外展開に向けた人材育成支援

• 輸出等に関する保険引受
• 投資に関する保険引受

• DX、GX支援
• 海外展開支援
• M＆A、事業承継支援
• 人材確保、育成サポート
• ビジネスマッチング

商工組合中央金庫
（東海・北陸地域統括）

日本貿易保険

各省庁
地方支分部局

ジェトロ名古屋
中部・北陸地域本部

支援機関

自治体

中堅企業等

ＪＩＣＡ中部

開発途上国における
• 社会課題解決支援
• ビジネス立ち上げのための

調査（F/S)調査
• 開発効果の高い事業への

出融資
• 途上国政府・企業との繋ぎ

東海総合通信局

中部運輸局

中部地方整備局

中部経済産業局

東海農政局

東海財務局

名古屋出入国
在留管理局

相談内容を共有
愛知県 岐阜県 三重県

（参考）体制構築の例（中部ブロック）

重点支援を行う体制の構築状況

⚫ 全国９の地域ブロックごとに、第２回地域円卓会議において体制構築の議論を行い、関係省庁地方支分部局、
支援機関、自治体、経済団体等が参画した支援体制を構築。



「中堅企業等の成長促進に関する地方版ワーキンググループ」
（中堅企業等地域円卓会議）における議論内容（抜粋）

５

【支援機関による新たな取組】

➢ 「貿易保険 中堅企業支援パッケージU2000」を4月から提供開始した。通常の貿易一般保険（個別）より4割程度安く利用でき、手続き
も簡便で、保険利用に必要な海外バイヤーの格付登録も支援できる信用調書代理取得無料サービスもセットしている。【日本貿易保険】

【自治体・支援機関からの要望等】

➢ 国、地方公共団体それぞれ支援施策を持っているが、それらを一元的・網羅的に説明できる体制がなく、企業に必要な情報が届いていない。
国主導で研修会の開催などを検討していただきたい。【北九州市】

➢ 「中堅企業成長促進パッケージ2025」は、地域経済の持続的な発展に向けた重要な一歩。ＤＸ・ＧＸ、賃上げ、事業承継支援など、多岐に
わたる支援策が盛り込まれており、これらは中堅企業の競争力強化や新たな成長機会の創出に寄与するものと期待。道商連としても、会員
企業への情報提供や支援体制の強化を図るよう、積極的な周知に努めてまいる。【北海道商工会議所連合会】

【中堅企業等からの要望】

➢ 蒲郡市では商工会議所、大学、金融機関と連携して産業創造プラットフォームを設けている。国では様々な制度があるものの、実際はそ
の制度が企業に届かない、使われないという課題がある。この課題を解決するためには、コーディネートする人が重要ではないかと考えてい
る。【株式会社ニデック：眼科医療機器メーカー】

➢ 専門人材の不足、新規事業における顧客開拓、海外輸出に伴う複雑な対応課題、M&A、地域発イノベーションのための資金獲得等さま
ざまな課題があり、活用できる支援があれば紹介いただきたい。【アースサポート株式会社：産業廃棄物、廃プラスチック処理・リサイクル】



全国９ブロックにおいて構築された支援体制の概要

参考
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北海道地域における中堅企業等の支援体制
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東北地域における中堅企業等の支援体制
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関東地域における中堅企業等の支援体制
⚫ 関係府省庁地方支分部局（局長級等）が一堂に会し、中堅企業等支援体制を構築し、今後の中堅企業等支

援のあり方等について検討する。

⚫ 関係府省庁地方支分部局連絡会議（課長級）を開催し、具体的な支援の検討や情報共有を図る。

９

経済
産業局

農政局

総合
通信局

整備局

出入国
管理局

運輸局

財務局

関東円卓会議

関係府省庁
地方支分部局

政府系
支援機関

金融機関

自治体

民間支援機関

地域産業
支援機関

大学・研究機関

商工団体

自治体・支援機関等

連携

支援

関東地域の中堅企業等



中部地域における中堅企業等の支援体制

• 情報提供による海外展開支援
• ハンズオン支援
• 海外展示会等への出展支援
• 海外展開に向けた人材育成支援

• 輸出等に関する保険引受
• 投資に関する保険引受

• DX、GX支援
• 海外展開支援
• M＆A、事業承継支援
• 人材確保、育成サポート
• ビジネスマッチング

商工組合中央金庫
（東海・北陸地域統括）

日本貿易保険

各省庁
地方支分部局

ジェトロ名古屋
中部・北陸地域本部

支援機関

自治体

中堅企業等

ＪＩＣＡ中部

開発途上国における
• 社会課題解決支援
• ビジネス立ち上げのための

調査（F/S)調査
• 開発効果の高い事業への

出融資
• 途上国政府・企業との繋ぎ

東海総合通信局

中部運輸局

中部地方整備局

中部経済産業局

東海農政局

東海財務局

名古屋出入国
在留管理局

相談内容を共有

愛知県 岐阜県 三重県

再掲
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北陸地域における中堅企業等の支援体制

北陸地域においても各省庁の地方支分部局が連携する中堅企業等中部円卓会議を中心に、産官学
金労言での連携体制を構築。

中部経済産業局北陸支局が北陸地域の中堅企業にとっての伴走者となり、中堅企業支援における
旗振り役となっていく。

大学

支援機関

国

有識者

メディア

財務局

通信局

農政局

整備局

経産局

北陸支局

労働局

自治体

新聞社

産総研

各県公設試

NITE

北陸経済連合会

商工会／商工会議所経済団体

経済同友会

金融機関

労働団体

NEXI
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近畿地域における中堅企業等の支援体制

金融機関

自治体

経営支援

機関

大学・ 研

究機関

関係省庁

経済団体

近畿地域においては、自治体や金融機関をはじめとした関係機関と中堅企業支援等を行いながら、エコ
システムによる自律化された中堅企業支援ネットワークの構築を図る。

中堅企業が抱える課題が多様化する中で、国の支援策が効果的に活⽤できるよう、今年度は、近畿円卓
会議が中心となって、近畿地域の様々な業種の中堅企業や、中堅企業を取り巻く関係機関に対して、国
の支援策を周知広報することを目的に合同施策説明会（令和８年１月開催予定）を開催予定。

連携

支援

• 近畿総合通信局
• 北陸総合通信局
• 大阪出入国在留管理局
• 近畿財務局
• 北陸財務局福井財務事務所
• 近畿農政局
• 北陸農政局
• 近畿地方整備局
• 近畿運輸局
• 神戸運輸監理部
• 中部運輸局
• 近畿経済産業局

近畿円卓会議

近畿地域の中堅・中核企業

中堅企業支援ネットワーク

１２



中国地域における中堅企業等の支援体制

『中堅企業成長促進パッケージ２０２５』

支援機関

自治体

中堅企業等

相談

各省庁
地方支分部局

課題に対する
総合的な支援

中国総合通信局

中国運輸局

中国地方整備局

中国経済産業局

中国四国農政局

中国財務局

広島出入国
在留管理局

情報共有相談内容を
共有

情報共有

・経済団体
・金融機関
・他 関係機関

中堅企業等中国地域円卓会議

・実務的な調整
・情報共有
・etc.

参画機関

事務レベル（課長級）会議

1.資金調達・設備投資

2.人材確保

3. M&A、専門家活用

4.イノベーション

５.海外展開

６.GX・DX
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四国地域における中堅企業等の支援体制

経済
産業局

総合
通信局

整備局

運輸局

出入国
管理局

農政局

財務局

各支分部局課長級会議

中小機構四国本部

日本貿易保険

商工組合中央金庫

日本政策投資銀行

自治体

四国経済連合会

四国円卓会議

相談

総合的な支援

中堅企業等

合同施策説明会

1.資金調達・設備投資

2.人材確保

3. M&A、専門家活用

4.イノベーション

５.海外展開

６.GX・DX

相補的な
協力関係自治体

支援機関
金融機関

・
・
・

『中堅企業成長促進パッケージ２０２５』

活⽤
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九州地域における中堅企業等の支援体制

支援対象：

九州管内の中堅企業、
中堅クラス※の企業

 ※中小企業基本法上は中小企業でも売上高100億円以上
 の企業等、実質中堅規模の企業

マッチング・橋渡し

各種支援

連
携

Mid KYUSHU共創サポーターズ 参加機関

連携支援機関
（民間企業、専門家等）

※中堅規模企業への支援実績等を
踏まえ登録

金融機関、産業支援機関、
研究支援機関 等

民間支援機関（コンサルタント・民間コンサルティング会社）

省庁地方支分部局
自治体

会員

■ 主な活動内容（予定）

・参画機関の拡充と定例会合・会員向け勉強会及び交流会等の開催を通じた
組織ネットワークの強化

・中堅企業等向け支援施策等の一元的な情報発信
・セミナー開催等による中堅企業等のニーズに即した最新情報の提供
・中堅企業等への具体的な連携支援事例の創出

■ スケジュール（予定）

 ・2025年5月26日 サポーターズキックオフ会合（ハイブリッド開催）
 ・2025年夏以降 参画機関向け勉強会（〃）
 ・2025年秋以降 中堅企業等向けセミナー（〃）
 

⚫ 管内中堅企業等の持続的な成長を後押しするため、九州地域円卓会議を補完する実行体制として｢Mid KYUSHU共創サポーターズ｣を創設。金融機
関や各省庁・自治体、支援機関等によるネットワークを形成し、中堅企業等向け支援施策の一元的な情報発信やセミナー開催、具体的な連携支援事
例の創出等を目指す。

⚫ 内閣官房の“中堅企業成長ビジョン策定に向けた作業部会”において、｢中堅企業等地域円卓会議｣を起点とした地域毎の多様な業種に対応した専門家
ネットワーク形成について「政府で取り組む事項」とされていたことから、支援機関、民間企業及び専門家等への参画を呼びかけ、九州域内の中堅
企業等へのさらなる支援体制強化を図る。

新事業展開
販路開拓
資金調達
研究開発

等…
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沖縄地域における中堅企業等の支援体制
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